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蘇翻年劇・ 2 3 4 5
効果難僻1…981　・・9・1…8・1…7・1…5・
　分母の必要投資成果利益率は，一般に，物量的効果，例えば，社会的貢献度，顧客満足度，企
業の名声・信用貢献度，技術向上の波及効果，特許権申請数，研究成功件数，金銭的効果，例え
ば，売上及び利益増加額，付加価値増加額，原価節減額，特許料受入額などから把握することが
可能である（3）。この場合，わが国製造業の研究開発投資効率を参考とするか（4），あるいはその範
囲を2，2．5，3，3．5，4と定めて置き，当該研究開発に必要な投資成果率を随時このなかから選
択する方法も考えられる。
　このように第二法は，利益算定に製造節約効果，既存製晶の品質向上及び新製品による売上増
大効果という3っの機会利益的考え方を織り込んで計算する点が特徴である。
　さらに第三法は，投資効果と見積投資額の相関指数から投資限度額を決定する方法で，次のよ
うな関数式で表わすことができる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　E（R，諜雛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n；一wwoU（it’iiii35tii’＃i　J：b’）nt
　　　　　　　　　　　　　　ただし，　E（R：P）：研究開発投資効果の評価関数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Iz：効果実現の年度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ガ：費用発生の年度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N：効果実現の最終年度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N／：費用発生の最終年度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Pn：7Z年中に稼得する効果実現確率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Vn：71年中に稼得する効果
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Rn／＝IZ／年中の見積研究開発投資額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i：現在価値換算率
　上式の指数関数は，見積投資額と投資効果の生産関数として求めている。すなわち，この生産
関数を用いて，見積投資額を1単位増加させたとき，それがあるt定期間を経過して投資効果の
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増加に結びつき，その結果どれほどの研究開発が産出されたかを推定する。それによって，研
究開発投資の貢献度合を評価し，評価関数が期待指数に達しない場合には，見積投資額に無理が
あるか，それともあまり効果が期待できない研究開発なのかの原因追求を行うことが必要であ
る。もし，採算の合わない研究開発であれば，これを打ち切ることも重要である。これとは反対
に，期待指数を超える結果が得られた場合は，見積投資額を正規の投資額に置換えて採用すれば
よい。
　算式の分子は，投資効果を表わしており，稼得効果Ynと効果実現確率Pnを乗じて求められ
る。かかる稼得効果は，新（改良）製品の門門目標売上高と工程原価の年聞目標節約額の合計金
額に，目標売上高対貢献利益率を乗じて計算する。ここで，貢献利益を採用するのは，次式で示
されるように，新製品別の企業利益に対する貢献度合を把握できるからである。
　　　製三跡貢献利益＝総限界利益一製品直接製造固定費＝製品別総貢献利益一下晶群直接固定費
　　　　　　　　　　＝製品画廊貢献利益
　また効果実現確率は，第二法のρとまったく同様の考え方で決定すればよいが，もし精密さを
必要とする血合には，これを技術的成功確率と経済的成功確率とに分離すると有効である。
　分母Pn／は，見積投資額であるが，これは，一般に，過去の研究開発費実績や目標売上高の一一
定割合として決定することが考えられる。この場合，研究開発投資額は，現行の財務会計から直
接入手することができないから，別個に研究開発費総原価計算表を作成したり，また研究開発投
資を工程研究費，改良研究費及び新製品研究費に区分し，さらにこれをそれぞれのプロジェクト
に細分して把握するなどの工夫が必要である。また投資額は，そのときどきの経営者の研究開発
に対する方針や姿勢によって増減するので注意しなければならない（5）。さらに，分母と分子両方
に使用している現在価値換算率iは，費用発生と効果発現の時間的間隔を調整して，投資額と効
果額とを現在価値に換算する役割をもち，これは他の方法にみられない大きな特質といえる。
　ここで，分母の見積投資額が算定できない場合には，次式の第四法によって，予め効果指数を
確定しておき，これと稼得効果との相関性から限度額を決定することができる。
　　　　　　　　　　　　　　　＿投資漣雛
　　　　　　　　　　　　　　ただし，　n：効果実現の年数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　2＞：効果実現の最終年度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　P，z：π年中に稼得する効果実現確率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　Vn：π年中に稼得する効果
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i：現在価値換算率
　算式の分母3は，回収目標額を投資額の3倍と考え，これを投資効果指数で表わしたものであ
る。その回収内訳は，研究開発原価の回収分と新製品出現による旧製品陳腐化回収分，さらに，
新規研究開発投資留保分を意味し，その基本理念は第一法と同じである。しかし，第一法では，
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これらの回収内訳がそれぞれ金額把握されるのに対し，第四法では，製品陳腐化分と新規投資留
保分を，投資原価額と同額にみなして3倍している点が大きく異なる。換言すれば，これは稼得
効果が，3分の1に割引して評価されることになるから，研究開発に伴う危険に十分対応できる
だけの余裕がある。したがって，当該企業の過去の研究開発業績や資金事情などによっては，効
果指数を上下して適時に活用することが望ましい。
　以上述べた四方法のほかに，投資限度額は，任意増減法，成長率法，利益百分率法及び売上高
百分率法などによって決定することも可能である（6）。ここで，これらの方法に共通していえるこ
とは，初めての研究開発の場合は，最初に比較的厳しい枠から出発し，その後，研究開発の進行
具合を勘案しながら除々に限度額を引き上げる弾力的な運用を行うことである。また限度額設定
後は，販売市場の事情の変化に注意しながら限度額を見直し，その実状に適合した修正を行うこ
とを忘れてはならない。さらに，経営戦略を進展させるためには，投資限度額が企業に対して実
際どれほどの効果をもたらしたかの事後評価を行うことが重要である。研究開発投資の評価方法
としては，全社的総合評価，段階別評価，事業分野別評価及び製品個別評価などが考えられる。
かかる評価を行うに際しては，研究開発効果の特殊性とその限界があることに注意しなければな
らない。
　（特殊性）
　①　研究開発効果は，費用が増加するにしたがって逓減すること（収獲逓減の法則）。
　②　社会や消費者など企業を取り巻く環境や条件の変化に著しく影響されること。
　③　販売市場のサービスと確保の状況によって大きく左右すること。
　④　人的能力（従業員と経営者）と物的能力（研究開発設備資産）及び金銭的能力（研究開発
　　投資額）の程度により効果度合に差異が生じること。
　⑤　取扱い品目によって研究開発期間の長さが違うこと。
　（限　界）
　①　研究開発効果の測定には，不確定要素や見積りが入るので，すべて正確に金銭評価するこ
　　とが不可能であること。
　②　成果が事業化されて得られる利益には，生産や販売の寄与が含まれているが，これらから
　　分離させた研究開発単独の効果を明確に把握することができないこと。
　③　技術移動効果や波及効果のごとき副次的効果を測定することが困難であ，り，また，これを
　　含めて測定した場合には過大評価になること。
　④　技術研究の各段階及び商品化のための各開発段階において，それぞれ失敗する可能性があ
　　るが，その成功確率（技術的及び経済的成功確率）を予測することは極めて難しいこと。
　⑤　効果の及ぶ期間は，製品の機能的価値や販売市場の販路及びサービスなどによって相違す
　　るので，正確な期間の決定が困難であること。
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　前記のような特殊性や一定の限界があるので，算出された研究開発投資額は，必ずしも安全な
限度額ではなく，あくまでも研究開発戦略を進めるための一手段として利用すべき性格のもので
あることを知る必要がある。このように，限度額の決定は，在庫を適正化し，かっ投資額に見合
った成果をあげるために必要不可欠であることがわかる。
（注）
（1＞マンレイによれば，研究開発からえられる新製品の最終利益は，（ア）新製品の研究開発費と，（イ）必要とさ
　　れる新製造設備の原価とを償却し，さらに（ウ）新作業の金融に必要とされる運転資本を回収しなければな
　　らないとしている。R．　Manley，“Translating　Economic　Aspects　of　Company　Policy　into　Resea・
　　rch　Policy”，　paper　presented　at　Fifth　Annual　Conference　on　lndustrial　Research，　Columbia
　　University，　1954．
（2）オルセンの場合，工程研究費の成果は1年間の工程原価の節約高で測定し，改良製品研究費の成果は，
　　2年間のライフ・サイクル，改良製品売上高の2パーセントで測定し，新製品研究費の成果は，5年間
　　のライフ・サイクル，新製品売上高の3パーセントで測定している。Carl　Heye1，“Handbook　of　In・
　　dustrial　Management”，　1959，　pp．　346．w7．
（3）栗田洵稿「経済人（研究評価について）」昭和42年1月参考。
（4）国際比較によるわが国製造業の研究開発投資効率は次のとおりである（鈴木和志稿「研究開発一低下す
　　る投資効率一」昭和59年7月5日付日本経済新聞参考）。
（日
??????????????? （?
　　本）
期　　間
（1965”一82）
（1970・一82）
（1965　”一　82）
　　　　　　　　　　　　（外
投資効率
　22％　米国製造業
　17　　　　同　　　　　　上
　10　　　　　フ　ラ　ン　ス　の
　1g　　　技術革新的業種
　28
　23
　国）
期　　間
（！960年代）
（1970年代）
（1972－77）
　　　　　　　ただし，投資効率は，研究開発に伴うラグ期間を考慮している。また，フランス
　　　　　　　の技術革新的業種とは，主に電子，電気機械，薬品などである。
（5）経営者の姿勢は，研究開発費決定要因のなかで高い位置にある（科学技術庁の調査1979年）。
　　（1位）前年度の研究開発費実績，従来38％，今後17％
　　（2位）そのときどきの経営者の研究開発に対する方針，従来21％，今後24％
　　（3位）前年度の研究開発成果，従来14％，今後23％
　　（4位）　当該年度の売上高見込み，従来10％，今後11％
（6）　　（任意増減法）
　　研究開発投資額＝研究開発費実績±任意増減額
　　　（成長率法）
　　研究開発投資afi　＝＝長期売上目標×売上高対研究費率
　　　（利益百分率法）
　　研究開発投資額＝投資利益額×利益対研究開発費率
　　　（売上高百分率法）
　　研究開発投資額＝目標総売上高×売上高対研究開発費率
　　西澤脩著「研究開発費の会計の管理（改訂版）」（白桃書房）昭和55年372’》374頁参考。
投資効率
14　“一　16　O／0
7一　10
　　20
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む す び
　以上，研究開発投資が，在庫内容にかなりの影響力を及ぼすものであるため，従来の物量を重
視した適正概念を改め，今後は，研究開発投資による付加価値の高い在庫投資の必要性を強調し
てきた。すなわち，適正かどうかの判断は，付加価値の高い品物がいくらあっても過大投資には
ならないが，それが付加価値の低いものであれば，たとえ僅かであろうとも過大投資とみなすこ
とが現代経営に相応しい。この点から，研究開発投資の限度額は，投資効果と見積投資額の相関
指数によって決定する第三法と，見積投資額が算定できない場合に有効な第四法を連立させる方
法が最もすぐれていると考える。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1984年10月記）
